
これを聴けばわかる！
中小規模館における若手の人材戦略
～みんなが元気になるための秘策～

経営環境部会プロジェクトチーム
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本日のアジェンダ
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❏ 社会の現状について
❏ 劇場、音楽堂等を取り巻く環境
❏ アンケートの分析
❏ 劇場、音楽堂等が抱える課題について
❏ 先行事例のヒアリングについて
❏ 北海道で求められるハブ的機能（山形大会から）
❏ 経営環境部会からの提言
❏ オンラインサロン＜β版＞の取り組み
❏ 質疑応答



社会の状況について
国や民間調査会社等の調査結果について
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社会の状況について
少子高齢化について
　　　　　　　

❖ 「令和4年版高齢社会白書」によ

ると総人口が

令和35(2053)年9,924万人

令和47(2065)年8,808万人
と推計されている。
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　出所：令和４年版高齢社会白書／内閣府



社会の状況について
今後推計される働き手不足について
　　　　　　　

◼ ▶「労働市場の未来推計 2030」
　

　出所：パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計2030」（公開日：2018年2月21日）
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社会の状況について
今後推計される働き手不足について
　　　　　　　
◼ 総務省が公表している

「日本標準産業分類（平成25年10月改

定／平成26年4月1日施行）」において、劇

場、音楽堂は 「生活関連サービス

業，娯楽業」に該当。

◼ 「労働市場の未来推計 2030」によ

ると、2030年には400万人の「生活

関連サービス業，娯楽業」働き手

不足に直面することが推計されている。

6
　出所：パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計2030」（公開日：2018年2月21日）



社会の状況について
今後推計される働き手不足について
　　　　　　　

　

7
　出所：パーソル総合研究所・中央大学「労働市場の未来推計2030」（公開日：2018年2月21日）



社会の状況について
男女格差について
　　　　　　　◼ 世界経済フォーラムが発表した

2022年のジェンダー・ギャップ

指数の日本の総合順位は、146
か国中116位（前回は156か国

中120位）

◼ 「経済」及び「政治」における

順位が低くなっており、「経済」

の順位は146か国中121位。

「政治」の順位は146か国中

139位。

◼ G7では最下位に位置する。
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　出所：／ジェンダーギャップ指数(GGI)2022年／内閣府男女共同参画局



社会の状況について
都市圏集中について
　　　　　　　
◼ 「国土交通白書 2020」では、20代

の東京圏への転入割合が最も大

きいことが指摘されている。

◼ 東京圏には日本の人口の29％を

占める約3,700万人が住むなど東

京圏に人口が一極集中している。

（2018年時点）

◼ 2018年の人口移動の動向を見る

と、東京圏に加えて、愛知県、大

阪府、福岡県では転入超過の状

態であったが、その他の道府県で

は転出超過となっていた。
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　出所：令和2年版国土交通白書／国土交通省



社会の状況について
待機児童問題について
　　　　　　　
◼ 厚生労働省が公表した「保育

所等関連状況取りまとめ」によ
ると、
待機児童数は2,944人。
前年比で2,690人減少。

→改善の傾向が見られる

◼ 待機児童数が最も多い都道府
県は沖縄県439人。次いで兵
庫県311人、東京都が300人。

市区町村別では、鹿児島市
が136人で最も多く、次いで
八千代市が119人、明石市が
100人。
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　出所：「保育所等関連状況取りまとめ（令和4年4月1日）」／厚生労働省



社会の状況について
介護問題について
　　　　　　　◼ 日本は世界で最も高齢化が進んだ国であり、2025年には団塊の世代がすべて75歳以上

の後期高齢者となる。これにより、医療や介護の需要が増大し、社会保障費が膨張すると
いう問題が予想される。

◼ 要介護者等から見た主な介護者は、同居している家族（配偶者や子や子の配偶者）が
54.4％と最も多く、そのうち65％が女性である。また、60歳以上の介護者も多く存在し、
「老老介護」のケースも相当数ある。一方で、「ほとんど終日」介護を行っている人の割合
は平成28年から2.8ポイント低下し、時間的な負担の改善が見られる。

◼ 家族の介護や看護を理由とした離職者数は平成28年10月から平成29年9月までの1年間
で約9.9万人であった。とりわけ、女性の離職者数は約7.5万人で、全体の75.8％を占めて
いる。
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　出所：令和４年版高齢社会白書／内閣府



社会の状況について
人材に関する動向について
　　　　　　　
◼ 人材の捉え方の変革「人的資源」➡「人的資本」
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社会の状況について
人材に関する動向について
　　　　　　　
◼ 「人的資本」の動向が

投資家に投資判断の

要素のひとつとなること

に鑑み、米国に続き、

日本でも人的資本の情

報開示が上場企業に

義務化された。

※上場企業が行う企業統治（コーポレートガバナンス）においてガイドラインとして参照すべき原則・指針を示したもの。
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社会の状況について
人材に関する動向について
　　　　　　　

◼ 「人的資本の情報開示」のメリット
◼ 2023年3月期決算から日本の上場企業に義務化されたものであるが、上場企業に限らず情報開示によるメ

リットが以下のとおり考えられる。

①人材戦略や方向性が明確になる
情報開示プロセスで組織の優位性・戦略性・強みや弱み等の可視化を経ることで、人的資本の組
織への影響力を客観的に把握することができる

②ステークホルダー（劇場、音楽堂等で言
えば設置者）等との対話の糸口になる

人的資本の重要性を設置者とともに考え、その重要性・人件費交渉に係る根拠について共通認識
を持つきっかけとなる

③ブランディングや採用活動での訴求ポ
イントとなる

人的資本の開示を通して、組織の方針・存在意義を広く PRするきっかけとなり、社会からの共感や
支持を得るきっかけとなる  
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社会の状況について
人材に関する動向について
　　　　　　　◼ 「人的資本経営」について

◼ 人的資本経営とは、人材を「資本」とし
て捉え、その価値を最大限に引き出
すことで、中長期的な企業価値向上
につなげる経営のあり方。

◼ 持続的な企業価値の向上を実現する
ためには、ビジネスモデル、経営戦略
と人材戦略が連動していることが不可
欠である。
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　出所：人的資本経営～人材の価値を最大限に引き出す～／経済産業省
　　　　「人材版伊藤レポート2.0」を取りまとめました／経済産業省



社会の状況について
アフターコロナにおける劇場、音楽堂等の変化
　　　　　　　

◼ 利用者・来館者向けの対応（手洗い・消毒、ディスタンス、咳エチケット、

三密、換気　等）

➡対応すべき業務増、専門的スキルの必然性

◼ テレワーク、時差出勤、オンライン配信の活性化

   ➡「新しい生活様式」への対応、設備投資

◼ 収益悪化、利用回復の遅れ、地域格差

   ➡社会における存在、存続意義の再定義
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目に見えるモノ、見えにくいモノ、見えないモノ　様々な形での負担増

働き方改革の波、助成金の仕組みの変化、SDGs・多様化

参考：新型コロナウイルス文化芸術関係情報／全国公文協



社会の状況について
まとめ
　　　　　　　

◼ 日本の人口減少・高齢化に伴い働き手が減っていく。
➡人材獲得競争が始まる。

◼ 企業等の人材に関する価値観が変革しつつあり、人材戦略をどの
ように構築し、経営戦略と連携させ、公開していくか、注目されつつ
ある。（人的資源から人的資本へ）

◼ 男女格差について、政治参画・経済参画においては低水準を推移
している。

◼ 人口の都市圏集中が続いている。

◼ 待機児童問題は改善の傾向が見られる。
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より

◼ ▶職員の過半数を 50 歳以上が占めている（p.41） 

◼ 年齢別職員数は、「50～59 歳」が 27.6％と最も高く、「60 歳以上」が 24.4％、「40～49 歳」が 22.5％と 続いている。

◼ 50 歳以上の比率は 52.0％、40 歳以上でみると 74.5％を占めている。 

◼ 文化事業系主催事業実施別でみると「60 歳以上」は、公演回数 21 回以上で 19.0％と相対的に低くな っており、公

演回数が増加するほど、若い年代の割合が増加する傾向にあることがわかる。

◼ 令和元年度調査によると、「50 歳以上」の比率は 45.6％、「40 歳以上」でみると 71.1％。 「60 歳以上」が 20.4％を

占めており令和４年度時点で4%上昇している。劇場、音楽堂等の職員においても高齢化が進んでいる。

19



◼ ▶「事業部門担当職員」の配置率は 65.8％、配置職員数は文化事
業系主催事業の公演回数や、補助金活用の有無に関係している
（p.31～37）

◼ 職員の配置率をみると、「管理部門担当職員」が 84.6％「事業部門担当職員」が 65.8％、「舞台技術担当職員」が 69.6％と
なっている。

◼  部門ごとの平均職員数（職員を配置している施設のみ）は、「管理部門担当職員」が 5.30 人、「事業部門担当職員」が 5.81 
人、「舞台技術担当職員」が 3.70 人となっている。

◼ 「事業部門担当職員」の平均職員数は、設置団体の規模が大きくなるほど、また文化事業系主催事業の公演回数が増えるほ
ど、増加する傾向にある。 

◼ 補助金を活用した施設の職員の配置率をみると、「事業部門担当職員」は平均よりも約 20％、「舞台技術担当職員」は平均よ
りも約 10％高く、これらの部門では補助金を活用しているほど配置率が高くなっていることがわかる。
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より



◼ ▶平均職員数は全体平均 11.17 人、指定管理で 12.99 人、直

営で 7.52 人（p.42～43）

◼ 部門別の職員の配置状況を運営形態別にみると、「事業部門担当職員」と「舞台技術担当職員」の配置率は、指定管

理館が７割超、直営館が５割超と約２割の差がみられる。

◼ 平均職員数をみると、指定管理館は 12.99 人、直営館は 7.52 人となっている。

◼ 平成28年度全体平均13.72 人　➡　令和元年度全体平均12.97 人　➡　令和４年度全体平均11.17 人と、

平均職員数は、６年経過し、平均2.55人減少している。
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より



◼ ▶非正規割合は、全国調査データ※1と比べて 20％以上高く、
特に指定管理で６割を超えている（p.44）

◼ 正規・非正規雇用の割合は、「正規雇用」が 41.3％、「非正規雇用」が 58.5％となっている。

◼ 管理運営形態別では「非正規雇用」は、指定管理で 62.1％、直営で 48.2％となっており、指定管理の方が 13.9 ポイ
ント高くなっている。

◼ 経年比較では「非正規雇用」は、今回調査で 58.5％、平成 26 年度調査で 56.5％となっており、今回調査の方が 2.0 
ポイント高くなっている。

◼ 全国調査と比較すると、「非正規雇用」の全国値は 36.9％と、劇場、音楽堂等と比べて 21.6 ポイント低くなっている。

　　※1 全国調査データは、総務省統計局「労働力調査（基本集計）2022 年（令和４年）平均結果」より引用
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より



◼ ▶令和３年度に採用者があった施設の割合は 28.0％。採用理
由の９割超が「欠員補充」（p.45～46）

◼ 令和３年度に採用者があった施設の割合は、28.0％となっている。

◼ 設置団体別では、国で 83.3％、町村等で 15.8％となっており、設置団体の規模が小さくなるほど、採用率が低くなる
傾向にある。

◼ 採用理由では、「欠員補充」が 94.3％、「事業拡大による増員」が 10.6％となっている。

◼ 採用者の経歴は、「新卒・未経験者」が 48.0％と最も高く、「経験者（文化業界以外）」が 42.2％、「経験者」が 24.6％
と続いている。

◼ 令和元年度に採用者があった施設の割合は、 35.1% 。令和3年度になると7.1%減少している。
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より



◼ ▶十分な専門的人材が確保できていない施設が 62.5％。不足
人材の約４割は「公演などの企画制作を行う人材」（p.47～48）

◼ 専門的人材の確保については、「確保されている」が 37.5％、「確保されていない」が 62.5％となっている。

◼ 設置団体別では、設置団体の規模が大きくなるほど、「確保されている」割合が高くなる傾向にある。

◼ 今後、確保が必要な専門的人材では、「公演などの企画制作を行う人材」が 40.4％と最も高く、「管理・運営を行う人
材」が 38.1％、「舞台技術者」が 36.5％と続いている。

◼ 令和元年度においては、「確保されている」が 27.8％、「確保されていない」が 72.2％となっている。不足人材は「公演
などの企画制作を行う人材」が49.1％で最も多い。 令和４年度調査と比較し、約10%上昇したが、不足人材として挙
げられるのは、変わらず「公演などの企画制作を行う人材」が最も多い。
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より



◼ ▶専門的人材の確保における最大の課題は「財源の不足」（p.49）

◼ 専門的人材の確保における課題は、「人材を確保する財源が不足」が 42.1％と最も高く、「人事異動が頻繁であり、ノ

ウハウが継承できない」が 24.7％、「専門的人材が身近な地域で見つからない」が 22.5％と続いている。 「職務に相

応しい給与・待遇が確保できていない」は22.3％、「若手人材が採用できない」が19.7%となっている。

◼ 令和元年度においては「人材を確保する財源が不足」が41.2％で最も多く、ついで「職務に相応しい給与・待遇が確保

できていない」（33.3％）、「専門的人材が身近な地域で見つからない」（25.5％）、「人事異動が頻繁であり、ノウハウ

が継承できない」が 25.1％、 「若手人材が採用できない」が21.9%等と続いている。割合の変化による順位の入れ替

えはあるが、上位４項目の課題が継続している。
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より



◼ ▶運営の課題は「人材不足」49.7％、「予算不足」45.4％が高

い（p.89）

◼ 事業運営にあたっての課題では、「事業を企画・実施するための人材が不足している」が 49.7％と最も高く、「事業予

算が確保できない」が 45.4％、「利用者が固定化し、新規利用が伸び悩んでいる」が 33.3％と続いている。

◼ 令和元年度においても「人材不足」51.4％と「予算不足」48.8％が２大課題として挙げられているが、僅かながら改善

の傾向が見られる。
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劇場、音楽堂等を取り巻く環境・現状の確認
「令和4年度 調査 劇場、音楽堂等の活動状況に関する調査報告書」（編集・発行：（公社）全国公立文化施設協会）より
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自由回答をカテゴリー化

・「研修機会」「研修内容」「組織」「体制」に言及する回答が多い。

・設問⑧で「十分確保されている」と回答中、自由回答に回答した割合は、14.7%
　「拡充して欲しい」と回答中、自由回答に回答した割合は、40.2%と
　拡充を望んでいる人ほど自由回答している。
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劇場、音楽堂等が抱える課題について
劇場、音楽堂等の３ない問題
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

３つのない
による悪循環

　

人材流出
↓

人手不足
↓

人が集まらない
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

①人がいない

・雇用の不安定性
・低賃金
・少ない職員数
・1人が抱える職域の広さ（舞台も企画も利用もやる）
・物理的に人がいない
・優秀な人材がいない
・優秀な人材が集まらない
・人がいないので留守にもできず、外部研修にも行けない
・アウトソーシングできる人材がいない
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

②時間がない

・業務の効率化や合理化ができず時間がない
・外部委託や協力者を探す時間がない
・デジタル化、IT化、DX化に着手できない
・助成金情報を調べたり、要綱を読み解く時間がない
・時間がないので外部研修に行けない
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

③お金がない

・指定管理を受託するためぎりぎりの委託料で経営している
・ファンドレイジング（資金調達）を行える人材がいない
・年間事業の収支バランスを整える人材がいない
・お金をかけずに問題解決できる人材がいない
・収益を上げる取り組みを企画立案できる人材がいない
・アウトソーシングできるお金がない
・お金がないので、外部研修に行けない
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

優秀な人材がいれば、問題解決に向かっていく可能性が高まる

各劇場の求める職員の専門性と求める人材像は、その劇場の所在する地域や持つ
ミッション・ビジョン・設置目的等によって違うが、劇場経営が改善されるために優秀な
人材の確保・育成は不可欠。
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

受け入れる側の体制も必要

優秀な人材に定着してもらうためには、良き環境が必要である。

（例）人材育成方針、育成カリキュラム構築、人材育成や働き方改革のための制度設
計、働き方改革の重要性とその効果の認識向上、ハラスメント対策、多様性理解の促
進、職場内における心理的安全性の確保、能力を適正に評価する人事評価制度の構
築と適正運用、労務管理教育の徹底etc
組織経営における人材戦略（獲得・育成・流出対策）の検討が必要
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

人材を確保できない

職場の魅力が伝わってい
ない

人材育成ができない

人材育成の重要性の認識
・現場への理解がない

人材の不定着
職員のスキル・モチベー
ションが低く・労働環境が

悪い

悪循環
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

人材の確保

職場の魅力向上

人材の育成
人材育成の重要性認
識・協力体制の構築

人材定着
職員のスキル・モチベー
ションが高く・労働環境が

良い

好循環
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劇場、音楽堂等の３ない問題
　　　　　　　

・劇場経営の改善

・各事業の質の向上

市民サービスの向上
・業務の効率化

・予算の確保
（ファンドレイジング含む）

指定管理者
として評価↑

予算増もあり得る
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
　　　　　　　
◼ ヒアリングにご協力いただいた館

①（公財）かすがい市民文化財団　米本　様

　　春日井市民会館他１施設の指定管理者（愛知県）

②（公財）新潟市芸術文化振興財団　榎本　様、平田　様

　　新潟市民芸術文化会館（りゅーとぴあ）他５施設の指定管理者（新潟県）

③岩手県下公共ホール

　　中小規模ホール指定管理者
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）かすがい市民文化財団
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）かすがい市民文化財団
　　　　　　　

OFF-JT

財団全体として

・年4回全職員の研修を実施
→テーマを決めてグループワークも含めた研修。外部講師招聘も適宜実施。職員による課題発見のきっかけとなる。

・外郭団体6団体（文化、スポーツ、健康・医療、シルバー人材センター、社会福祉協議会、食育・学校給食）の研修・勉強会
（運営面での課題共有等）
→市民へのサービス提供という点や、社会共生の分野等で事業を行う機会が増えてきている現状を踏まえ、他業種等の考え方
を取り入れられる機会となっている。

・自主的な研修補助制度
　①業務と直接関係のある研修は財団が全額負担
　②①以外は、チケット代や交通費など1/2補

新任職員

・市の職員研修（新人研修）
→行政（設置者）の仕組み・行政の考え方やロジックの理解にもつながり、行政との交渉力・コミニュケーション力の向上につな
がる

・愛公文セミナー（年3回６コマ）

2～5年目職員
・地域創造のステージラボ
・全国公文協のアートマネジメント研修等（遠方での研修）

中堅職員 ・自身で研修・視察先を選定し受講・視察

ベテラン職員 ・全職員研修や他館からの依頼を受けて各地で講師となりアウトプットをすることでインプットを強化
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）かすがい市民文化財団
　　　　　　　

OJT

新任職員
・「のだめカンタービレの音楽会」へツアー帯同し、他のホールの見学や事業実施方法について学ぶ
・アウトリーチ事業に帯同

その他

・他館での制作現場体験（愛知県芸術劇場、三重県総合文化センター）
→企画担当でなくでも、企画提案が可能になり、財団としての総合力が向上
　※財団では部署関係なく企画会議に参加し提案可能

採用

新卒採用について ・複数人採用する年は、２人に１人は新卒が採用されることが多い。

採用スケジュール

  7月就職説明会・受験申込受付（ ~8月）　※説明会では財団のミッションを伝える
  　 ※採用ページには、職員の仕事内容やインタビューも掲載
  9月試験
10月内定通知
※優秀な人材獲得に向けて、今後はより採用スケジュールを前倒しすることを検討中

採用時に
大切にしていること

昔の事務局長（市で人事畑の方）は「苦労した方を採用しなさい」と口にされていた。
他業界での苦労した経験が必ず活きる。この言葉も大事にしている。

欠員補充について

・年度途中の退職については、受け入れるマンパワーや研修計画等を考慮し、年度を改めた採用を行ってい
る。
→（欠員分は、残っている職員が支える）

採用ページ参考→
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）かすがい市民文化財団
　　　　　　　

環境整備

財団全体として

・職場環境改善シート（＝事務局長宛の目安箱）
→年に２、３回受付。全職員に回答するべきものは、管理職名で見解等を投げかける形で回答。（個
人名を伏せた状態で）職員の不満の共有・解消・管理職が一般職員と誠実に対話する意思表示にも
つながる。

業務量を最小化

・事業の実施規模の転換
→２箇所開催の書の展示会を１回＋ VR実施に変更
・自分が「心配だから」という理由でお願いする仕事は振らないようにしている。

育休代替職員

・以前は臨時職員を代替職員としていたが、その考え方を改め、嘱託で正職員と同等の賃金、仕事
内容で雇用している。
→仕事内容にあった賃金で人材を採用することで、市民サービスを提供する人材の質の担保と残さ
れる職員のモチベーションを保ち、残される職員のカバー範囲を最小限に留めることが可能に。職員
の育児休業が取りやすい環境となった。

設置者との関係構築

・市の所管部署の職員とは月 1回課題を共有。
→市民サービスを行う上で、市の職員も財団職員も変わりがないという考えは所管課・財団の方向
性として一致している。
・財団で働く市からの派遣職員は「市のルールで財団の話をしない」という心がけを持って派遣され
るため、外郭団体として柔軟な運営ができている。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）かすがい市民文化財団
　　　　　　　

その他

愛知県館館連携

・愛知県芸術劇場が中心となって、県内の市町村間で人材育成や事業などすぐに相談できる環境
が構築されている。
→手厚く、声をかけてくれて、ひとりで仕事をしている感覚がない。ベースを作ってくれているのが
愛知県芸術劇場で、周辺環境の良さが影響して、働けている部分がある。

・「ぺーぺーの会」「めーめーの会」（若手職員等の課題共有等の交流の場）
→自主的に立ち上がり実施されている。

財団ミッション

・６つのミッションの中に人材育成（アーティスト、観客、学生、職員）が含まれている。
→ミッションは職員で考えたものであり、自然と職員間で共有をしている。

ミッション参考→
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼ 上記の事実に直面し、情報収集を行った結果次のことがわかった。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼ 民間企業等の採用プロジェクト
→民間企業は新規採用のために労力と情報発信に非常に力を入れており、まず、採用専用サイトがあり、そのサ

イトはデザイン性が高く、情報量が非常に多い。学生が公共ホールと民間企業、どちらを選ぶかと言えば、業務内

容がわからない公共ホールを選ぶことはないだろうと考えた。

◼ 外資系企業の採用スケジュール
→良き人材を確実に獲得するため、大学１年、２年の冬に内定を出すところもある。

◼ 人材獲得における競合相手は劇場だけではない
→人材獲得においては、民間企業とも競争が発生する。

◼ 採用のためのPR方法
→他の公共ホールの取り組みについて情報収集を行ったが、採用情報サイトは新国立劇場しか見つけられ

なかった。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼気づき

■これから若年人口が減っていく危機的状況にあたって、「来たい人に来てもらえばよ

い」というスタンスでは公共ホールは生き残れない。

■人材獲得や人材育成は、この業界の未来がかかっている。ただし、人材獲得の競争

相手は民間企業である。

■良き人材を採用し、育てていく、自由に発想してのびのび仕事ができる環境を作って

いくのが喫緊の課題である。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題設定とその実践／良い人材を集める（獲得する）ための３

つの課題

課題１：採用試験にエントリーしてもらうためにどうするか。

課題２：受験者をどのように選考するか。

課題３：どのような新人研修を行うか。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼ 課題１：採用試験にエントリーしてもらうためにどうするか。

りゅーとぴあを就職活動先の1候補に入れてもらわなければ次には進まない。以
下の具体的な内容とスケジューリングを行った。

　　※りゅーとぴあは開館当初（約２５年）から勤務している方が多いため、年齢構成を考慮して新卒採用を想定した。

　　
３～４月 ホームページ内に採用情報サイトを手作りで立ち上げ、音楽企画課の職員の仕事のやりがい

や内容の情報発信を行う。

５月 採用説明会（WEB視聴ＯＫ）を実施。
39人参加し、内13人が応募。採用説明会はりゅーとぴあのファンづくりにも寄与したと考えてい
る。

６〜７月 採用試験

翌年４月 入団
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題１：採用試験にエントリーしてもらうためにどうするか。

りゅーとぴあ採用ページ参考①
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題１：採用試験にエントリーしてもらうためにどうするか。

りゅーとぴあ採用ページ参考②
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題１：採用試験にエントリーしてもらうためにどうするか。

りゅーとぴあ採用ページ参考③
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題２：受験者をどのように選考するか。
■現場に必要な人材要件の整理
■求める人材を選出する試験内容の工夫
■人事と音楽企画課での担当業務の分担

　

具体的な分担内容

音楽企画課 試験スケジュール・試験内容の作成・面接のファシリテート

総務・役職者 面接官として採点

(経緯)
りゅーとぴあにおいて、当初、職員採用の主導権を持っていたのは、総務課であった。
しかし、2017年頃に話をしてみると、音楽企画課の職員が求めている職員の能力がわからず困っていた。お互いに困っていたので、採用において役割分担
を良きように変えていくという話し合いからスタートし、当時の榎本氏の上司が、現場の人間が採用試験に関われるよう財団内の改革を行った。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題３：どのような新人研修を行うか。

■体系化した育成カリキュラムの作成

　

※具体的な研修プログラム（計画時）は配布資料参照

これまで 体系化した育成カリキュラムを持たずに職員を採用・受入れ

↓

改革
育成カリキュラム・研修プログラムを作成
とにかくやってみなくては始まらないという考えで、トライ＆エラーを前提で実施

目標 どのような職員が採用されても、 70点以上の職員になれるようなプログラムを作る
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題３：どのような新人研修を行うか。
［補足］

◼ 基礎編においては、「社会人として」、「公共ホール職員として」、「りゅーとぴあ職員として」の
３階層の基礎知識を分けて実施。

◼ その他、りゅーとぴあは３つの専門ホールがあり、分業が確立しているので、新人は各セク
ションに自分から仕事内容を聞きに行く過程を通じて、ホール内で新人職員の名前を覚えて
もらった。

◼ いきなり今年、このカリキュラムを作れと言われてもできなかった。りゅーとぴあが元々行っ
ていた、一般向けの「りゅーとぴあ音楽アーツマネジメント研修」で、これまでも組織内のリー
ダーたちが自分たちの仕事を話す経験があった為に実施できた。

　

※具体的な研修プログラム（計画時）は配布資料参照
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題３：どのような新人研修を行うか。

新人研修の感想

※具体的な研修プログラム（計画時）は配布資料参照

新入職員

（研修後の現場において）とまどいの連続であったのは事実ではある。社会人経験は皆無（バイト経験のみ）。アートマネ
ジメントを大学で学んでいたわけではなく専門性もない。契約事務等においては、今でもわからない部分も多く、多忙な
中、勉強できずに進めてしまっている部分もある。ただ、「りゅーとぴあクオリティ」という言葉があり、劇場の方針を事前に
学んでいたからこそ、日々の業務でその精神を垣間見る部分が多かった。

研修担当
研修を行う上で、情報を整理して出しているが、かなりの部分で受け取っているように感じた。ＯＪＴのレクチャーで理解度
が日を追うごとに増していったと感じた。理解のきっかけが座学にあったのであれば、プログラムをやった価値があったの
ではないか。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼小さな組織ほど、人材獲得の重要度は高まる
◼ 組織が小さくなればなるほど、１人の職員の資質がそのホールの仕事の質・作業効率に大きく影響

を及ぼす。したがって何よりもまず、「良き人材」を獲得することが重要。
↓

◼ 「良き人材」を獲得するためには、「良き職場」が必要。日々、魅力ある職場を創っていくことが重要。
↓

◼ そしてその職場の魅力、仕事のやりがいを外に広くアピールしていくということが必要。

◼ アーツマネジメントを教えている大学との連携や、舞台芸術・文化に興味のある若い世代を数日間で
もホールに招き入れる仕組みがあることが望ましいと思う。

◼ 民間企業は大きなコストと労力をかけて良き人材を獲得しようと血道をあげている。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼ すでに働いている人に対してのスキルアップは、労多くして益少なしとなることもやむを得な

いと、まず覚悟する必要がある。

◼ 15分で覚えられるステップを毎週積み上げていく。そして、いつの間にか全員の業務の質と

効率が上がっていく、ということが理想なのでは。

◼ 人材育成は30センチだけ前に進むことを考えてステップ設定を。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼課題・今後の展望（調査対象の個人の感想を含んでいます）

◼ 当ホール内に人材採用・育成プロジェクトチームを作りたい。
当ホールは施設規模・組織も大きく、業務分担がなされているため（例：チケット管理、広報、インフォメーション、音楽企画、演劇企
画、舞踊企画はそれぞれ専任の職員が業務に従事している）、お互いの業務の実情や目指していることに理解が及ばない。また、
そのことからホールとして人材育成に統一した考えやカリキュラムはほとんどなかった。
本来は当ホール全体として、有用な人材を育成するためのカリキュラムを用意するべきだが、それは全くできていない。
人材採用・育成プロジェクトチームを作り、採用試験のやり方から研修に至るまで、いろいろと学んで専門性をもって取り組むことが
できたらと願っている。

◼ ベテランの企画制作担当職員が持っている知識やノウハウを、若手にどのように継承していっ
てもらうかは組織として大きな問題
今回当方で取り組んだ改革は、音楽企画職員の「募集」「試験」「研修」の 3点セットですが、いわば、初手をやってみた、というレベル
です。これまで系統だった研修はやったことがなかったので、それから比べれば改善しているとは思いますが、まだまだ目の粗い状
態です。より一層、精度をあげていくと共に、音楽企画課職員の採用時だけでなく、今後の館全体の人材採用時、人事異動時に系
統だったカリキュラムで実施できるようにしていけたらと願っています。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
（公財）新潟市芸術文化振興財団　音楽企画課の取組事例
　　　　　　　

◼ 大切にしている考え方・キーワード

◼ 「最適解にたどりつくためになるなら、色々なことをどんどん変えていけばよい」
➡自身の前任者が様々なシステムを作り、仕事のしやすい環境等を整えた。

◼ 「とにかく何かを変えろ。最悪なのは昨年と同じことをやること」
➡ある中小企業の社長さんから聞いた話で、一流家電メーカーでエアコンの設計を担当していた時に上司か
らこのように言われた、とのこと。どんどん変化していって、現場がイキイキしてくれたら嬉しい。

◼ 「人の成長がなければ組織の成長がない」
➡まずそのことを、役職者・管理職は理解しなければならない。

◼ 「ホールは人」
➡昔から、このことは言われているが、現状「人」に投資できていない業界である。なので、「ホールは人」と
言っても口ばっかり状態。現在の公共ホールの労働環境を考えると、この業界自体が危機的であることは明
白である。
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
岩手県下公共ホールの人材育成の取組と若手職員へのヒアリング
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
岩手県下公共ホールの人材育成の取組と若手職員へのヒアリング

OFF-JT 財団全体として
・地域創造のステージラボ
・全国公文協のアートマネジメント研修
・研修旅行（視察）が年に1回

環境整備 財団全体として ・自己啓発費（1名あたり4万円）を予算化(受講料、交通費)している
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
岩手県下公共ホールの人材育成の取組と若手職員へのヒアリング
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
岩手県下公共ホールの人材育成の取組と若手職員へのヒアリング

◼ 中小規模ホールの若手として活躍されているヒアリング対象者
Aさんのご経歴

◼ 中学３年生の頃、地元のホールでコンサートなどの企画ができる人になりたいという夢を持つ。

◼ 音楽大学に進学。在学中は地域創造の「おんかつ」のアシスタントコーディネーターを経験。

◼ 卒業後、民間（文化イベント系）制作会社に約３年勤務。

◼ 東京芸術劇場主催「アーツアカデミー　東京芸術劇場プロフェッショナル人材養成 研修」の第2期（平成
26年度/短期）の受講生としてオペラ制作を中心に経験。

◼ ロームシアター京都に就職し、同館の立ち上げスタッフとしてファンドレイジングや貸館を4年間担当。

◼ 地元である、このホールに就職し、現在4年目。Aさんは３０代。技術課職員１名を除いてAさんが一番若
い（2022年時点）
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
岩手県下公共ホールの人材育成の取組と若手職員へのヒアリング
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人材育成・獲得に取り組む劇場、音楽堂等へのヒアリング報告
岩手県下公共ホールの人材育成の取組と若手職員へのヒアリング
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北海道で求められるハブ的機能
昨年度の山形大会からの継続研究
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経営環境部会からの提言
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経営環境部会からの提言

①計画的に職員研修に取り組む

　公立文化施設の職員を組織の財産と捉え、

　経験年数に応じた職員研修に

　計画的に取り組むように努力をする。
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参考サイト：全公文協研修ページ　 https://www.zenkoubun.jp/training/index.html
全国劇場・音楽堂等アートマネジメント研修会
地域別劇場・音楽堂等アートマネジメント研修会
全国劇場・音楽堂等技術職員研修会
地域別劇場・音楽堂等技術職員研修会
劇場・音楽堂等スタッフ交流研修



経営環境部会からの提言

①計画的に職員研修に取り組む

　新卒大学生の働く目的

　第１位「楽しく働きたい」37.6％
　第２位「個人の生活と仕事を両立させたい」

　第３位「人のためになる仕事をしたい」
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出典：株式会社マイナビ『マイナビ 2023年卒大学生就職意識調査』



経営環境部会からの提言
①計画的に職員研修に取り組む
各業務のマニュアルの整備

アートマネジメントハンドブック
（全国公文協発行）

※全国公文協のハンドブック等はWEBサイトからダウンロードが可能

公立文化施設職員のための制作基礎知識
（一般財団法人地域創造発行）

サントリーパブリティサービス（SPS）のe-ラーニングの活用
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経営環境部会からの提言

②地域別研修を活用する
全国、地域別のアートマネジメント研修や技術研修

全国公文協の支援員派遣を活用
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※今年度は申込受付終了



経営環境部会からの提言
②地域別研修を活用する
中小規模館だけで人材育成研修に取り組んでいくのは大変

→公文協のネットワークを活用し、研修に取り組んでいく（例えば近隣の都道
府県公文協と共同開催）

→例えば、ビジネスマナーを学ぶ機会を、研修を請け負う業者へ委託すること
も考えられる。

→現地とオンライン配信のハイブリッド開催も検討

→研修動画のアーカイブ化
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経営環境部会からの提言

②地域別研修を活用する
地域別研修については、現場で働く職員に寄り添ったプログラムとなるよう、検

討委員会（事務局とは別に各館の若手職員で構成）を設けて、どういったプログラムに

するか、誰を講師に迎えるかを決める体制を構築する。

→現場の声を掬える体制
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経営環境部会からの提言

③顔の見える職員の横の繋がりを活かす
・例えば事業環境部会が提案している事業や、アートキャラバン事業に参加し

た際に出会った方々とのネットワーク

・昨年の山形大会で都道府県立施設を中心としたネットワークの重要性を紹介

したが、人材育成においても県立施設のハブ化が必要

・公文協の地域別研修や都道府県ごとの研修に参加した際にできる人脈
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全公文　アートキャラバン事業 芸団協　ジャパンライブエールプロジェクト 全公文研究大会報告書



経営環境部会からの提言

③顔の見える職員の横の繋がりを活かす
・(一財)地域創造「ステージラボ」や、東京芸術劇場「アーツアカデミー」、

愛公文セミナーに参加することでできる人脈

・定期的にzoomなどを用いた交流会を行う

　→オンラインサロン＜β版＞を開催
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(一財)地域創造「ステージラボ」 東京芸術劇場「アーツアカデミー」 アーツアカデミー10周年記念イベント 愛公文セミナー



オンラインサロン＜β版＞の取り組み
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2023年5月25日（木）　＠ZOOMにて開催

劇場、音楽堂等での勤続経験５年未満の方にお声がけ
日ごろの課題等を出し合い、議論する場を開設
参加者５名、オブザーバー（傍聴）５名

○現場でのスキルアップの時間が取りにくい
○人材不足（特に若手が少ない）
○管理業務と事業開催のワークバランスの取りにくさ
○ビジネスマナーについて学ぶ機会が少ない、もしくはない
○業務の属人化、業務マニュアルの不在、引継ぎ期間や資料の不足
○管理監督者の労務教育の不足、環境の未把握

【課題】



オンラインサロン＜β版＞の取り組み
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2023年5月25日（木）　＠ZOOMにて開催

ヒアリングを受けた課題解決の糸口、提言

組織や館としての方針を分かりやすく明示→職員への理解
年齢やジェンダー等を充分考慮した人員配置
マニュアルの整備
研修機会の提供　社会人としての経験を積む場としての劇場、音楽堂等
口先だけでない「働き方改革」

人材は貴重品

昭和から令和へ



厚生労働省　人材開発支援助成金（旧：キャリア形成促進助成金）

　人材育成支援コース（R5.4〜）

人材育成に活用できる補助金・助成金等
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(一財)地域創造　地域の文化・芸術活動助成事業　研修プログラム

全国公文協　支援員による支援の活用

厚生労働省　キャリアアップ助成金

※本年度は申込受付終了


